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研究要旨 

 
就労系障害福祉サービス事業所における職業的アセスメントの実施促進に向けたガ

イドラインの検討を行った。20 名の就労支援の実践者及び研究者から構成される専門

家に対してデルファイ法を実施した。2 回の予備調査に基づき、職業的アセスメント

の実施促進に向けたガイドライン案を作成した。これを本調査 1 回目では、9 段階の

同意度及び 5 段階の重要度で判定し、2 回目では 1 回目の結果をフィードバックして

再度の回答を求めた。最終的に、専門家間の回答の一致率が 90％以上のものをガイド

ラインの項目として確定し、７領域、37 項目からなる就労系障害福祉サービス事業所

における職業的アセスメントの実施促進のためのガイドラインとして確定をした。今

後は、このガイドラインの実践現場での有用性の検証が必要であり、職業的アセスメ

ントを十分に実施している機関におけるガイドラインの実行状況などの検討が必要で

ある。 
 
A. 研究目的 

就労支援は、職場定着支援だけでな

く、職場定着支援の段階に至るまでの支

援プロセスも重要であり、また、職場定

着も含めて、就労支援の基盤となるアセ

スメントを的確に実施していくことが重

要である。就労支援における職業的な観

点から実施されるアセスメントは、支援

対象となる障害者がそれぞれに最も適し

た働く場に円滑に移行できる及び安定し

て働き続けられ、働く力を伸ばしていけ

るようにするために行われる必要があ

る。 
いくつかの職業的なアセスメントに焦

点を当てた実践報告では、職業的な観点

から実施されたアセスメント結果が、就

労支援を有効に機能させたとの記述を確

認することができる（中村，1990；村

上，1997；小山ら，2013；加藤ら，

2018；土屋，2018）。特に、職業的なア

セスメントは、支援対象者の課題の明確

化（篠垣，2006・野田・野田，2008）、
限られた支援環境における情報収集の効
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率化（霜田ら，2010）、就労支援者間で

の共通理解への寄与（樋口・納富，

2010）、企業適応に向けた効率的な情報

収集（後藤・斯波，2015）、支援対象者

の自己理解の促進に有用（松田，2013・
松瀬，2017・清水，2018）などの支援効

果があると報告されている。しかし、こ

の一方で、このような職業的な観点から

実施されるアセスメントに関する研究は

少なく、また、職業的アセスメントが現

状において十分に実施されていない状況

にあることが指摘されている（前原，

2020；前原ら，2020）。 
今後の一般就労への移行や就労系障害

福祉サービス事業所における就労支援の

質の向上を考えると、支援の実践におい

て不可欠である職業的アセスメントの実

施促進に向けたガイドラインを整備する

ことが有効であると考える。このような

ガイドラインは、職業的アセスメントを

実施するための組織的な環境整備や職員

研修のあり方などにつながると考えられ

重要である。そこで本研究では、就労系

障害福祉サービス事業所における職業的

アセスメントの実施促進に向けたガイド

ラインの検討を行うこととする。 
 
B. 研究方法 
1.1 研究手法 
 本研究では、就労系障害福祉サービス

事業所における職業的アセスメントの実

施促進に向けたガイドラインを検討す

る。そのため、本研究では専門家から構

成される研究協力者によるグループでの

意思決定の方法を実施する。この種のグ

ループでの意志決定の方法は、委員会

（committee）方式のような、一定の規則

のないインフォーマルなアプローチによ

って行われているのが実情である。この

ようなグループで行う方法の長所と短所

は、表 2-3-1 のように整理できる（Pope 
& Mays，2008）。本研究では、この種の

長所を活かし、短所を最小限とするため

の方法が組み込まれ、規則のあるフォー

マル方法として活用できる「デルファイ

法（Delphi）」を用いる。 

表 2-3-1 グループでの意思決定の方法の長所と短所 

長所 短所 

・より幅広い知識や経験が得られる 
・グループメンバー間の相互作用により

選択をさらに広く考えるように刺激され

る 
・また出されたアイデイアに対する反論

も出る 
・一個人の癖や好みが排除できる 
・集団としての視点が一個人の視点より

もより説得力がある 

・特定の個人による支配 
・多数派や権威ある人物の意見に同意

されるよう求められる圧力 
・個々人の決定よりもより極端な決定

が主張される 
・ややこしい問題はそのまま放置され

る 
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1.2 デルファイ法 
 デルファイ法は「Delphi の神託」に由

来し、米国ランド研究所によって開発さ

れたアンケート方式による意見の集約方

法であり、参加者にアンケート結果の評

価のフィードバックを繰り返すものであ

る（相馬ら，2009）。 
デルファイ法では、調査用紙を用い

て、専門家に対する調査と調査結果のフ

ィードバックを繰り返す中から専門家の

意見を集約・整理していく。これは、グ

ループでの意思決定を行うためのフォー

マルなアプローチとして、明確でわかり

やすく構造化された方法により、グルー

プでの意思決定の方法に伴う短所を解消

し、長所に基づき方法に科学的な信頼性

を付与できる方法である。 
 
1.3 研究手続き 

 デルファイ法では、研究協力者は直接

会ってのやり取りをすることはなく、質

問紙の送付により、各参加専門家の考え

を聞いていく形でデータ収集が行われる

（Murph et al.,1998）。本研究では、研究

協力者とのメールでのやり取りからデー

タ収集を行う。デルファイ法では、合意

形成のために調査のフィードバックも盛

り込んだ調査を２回以上行うこととして

いる。この回数は、時間、経済的コス

ト、参加者の疲弊に併せる必要がある。

また、この合意形成の確固たるルールは

なく、様々である（Powell，2003）。本研

究では、図 2-3-1 の手続きでデルファイ

法を実施する。具体的には、予備調査を

2 回実施し、本調査で実施するガイドラ

インの案を作成する。本調査 1 回目で

は、ガイドライン案に対して、同意度

（9 段階）、重要度（5 段階）及びガイド

ラインに対する意見の自由回答を求め

る。その結果を集計し、本調査 2 回目に

 
図 2-3-1 デルファイ法による本研究の調査手続き 
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おいて、集計結果と意見を基に修正を行

ったガイドラインに対して、再度、同意

度（9 段階）、重要度（5 段階）及びガイ

ドラインに対する意見の自由回答を求め

る。 
 
1.4 研究協力者 
 デルファイ法では、研究協力者に専門

家を設定する。専門家の選定に際して

は、その領域で働き、目的に適う人とし

て信頼できる者を選ぶ必要がある。ま

た、いわゆる統計的なサンプリングで選

ばれるものではなく、専門家の質で判断

すべきと言われている（Powell，2003）。
通常、参加する研究協力者の数は、研究

によって様々である（Powell，2003）。6
人以下だと信頼性が減り、12 人を天井と

して漸減する（diminishing returns）

（Murph et al.,1998）、多ければ多い程良

いと言われることもあるが、その根拠は

ない（Powell，2003）、50 人以上になる

ことの利点はほとんどない（Pope & 
Mays，2008）等の指摘がある。その上

で、その数については、問題の射程と時

間、お金等の使える資源によって判断さ

れる必要がある（Powell，2003）。 
 本研究では、表 2-3-2 のような基礎情

報を背景に持つ 20 名の専門家を研究協

力者として研究を実施した。 
 
1.5 分析方法 
1.5.1 予備調査 

2 回の予備調査に通して得られた意見

から、意味の類似性を考慮して質的に分

析・分類し、職業的アセスメントの実施

促進のためのガイドライン案を作成する 

表 2-3-2 研究協力者の情報 

研究協力者の属性及び人数 

研究協力者：計 20 名 
・職業リハビリテーション領域(7 名)、社会福祉利用域(10 名)、医療領域(1 名)、 
 教育領域(1 名)、企業領域(1 名)、計 20 名 
・研究者(6 名)、実践者(14 名)、計 20 名 

経歴 平均±SD 

就労支援経験年数（n=18） 9.1±5.63 年（最大 23 年、最小 0 年） 
研究年数（n=11） 4.4±7.83 年（最大 35 年、最小 0 年） 
学歴年 17.8±3.40 年（最大 28 年、最小 12 年） 

所持資格（複数回答）： 
社会福祉士 2 人、介護福祉士 1 人、精神保健福祉士 5 人、公認心理師 1 人、保育

士 2 人、 
教員免許 4 人、社会福祉主事 3 人、障害者職業カウンセラー2 人、職場適応援助者

6 人 
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1.5.2 本調査 
 9 段階の同意度を 3 分類（同意程度：

高群、中群、低群）し、3 群間での協力

者の意見の回答割合を集計する。また、

5 段階の重要度については、平均値及び

標準偏差を出す。2 度の調査を通して、

意見を集約し、最終的な同意程度の回答

割合からガイドラインの構成項目を採択

する。なお、高群に分類される回答が

95％以上、または、高群分類される回答

が 85％以上かつ中群分類される回答を加

算して 95％以上になる場合において、項

目を採択した。重要度については、その

平均値に基づいてガイドラインの順序と

する。 
 

1.6 研究倫理 
本研究は、秋田大学手形地区における

人を対象とした研究倫理審査委員会の承

認を得た（令和 2 年度 5 月 18 日付、第

2-2 号）。 
 
C. 研究結果 

1 回目の内容をフィードバックする際

に、自由回答の意見等を参考にして、項

目の重複による項目削除、項目内容の明

確化のための修正を行い、2 回目のガイ

ドライン案として提示した。表 2-3-3～2-
3-9 にガイドラインの項目及び本調査 1
回目及び 2 回目の同意度の選択割合を示

した。なお、最終的に採択となった項目

については太字で示した。 
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表 2-3-3 組織内のアセスメント実施のための方針 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
日々の就労場面において適宜、アセスメントが

行われている。 
0 5 95 5 5 90 

2 
パンフレットなどにおいて、アセスメントについ

て説明されている。 
0 35 65 5 20 75 

3 

アセスメントの実施について、計画的に示され

ている 
→（1 回目修正）支援の中でアセスメントが計画

的に実施されている 

0 15 85 0 10 90 

4 

就労支援の各フェイズにおいて、アセスメント

を実施している。 
→（1 回目修正）就労支援の各フェイズ（職業準

備、実習、求職活動、定着支援など）におい

て、アセスメントを実施している。 

0 20 80 5 10 85 

5 
アセスメントの支援体制が整備されている 
→（1 回目修正）アセスメントを実施する職員の

支援体制が整備されている 
0 25 75 10 10 80 

6 
アセスメントの実施方法について職員間での共

通理解を図っている  
0 10 90 5 0 95 

7 
アセスメントの実施の手続きなどが整理されてい

る。 
0 25 75 10 20 70 
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表 2-3-4 組織内のアセスメント実施のための体制 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
アセスメントに関する知識やスキルを持つ職員

がいる。 
0 0 100 5 10 85 

2 
アセスメントに対するスーパーバイズができる

職員がいる。 
0 10 90 5 5 90 

3 
アセスメントに関する助言等を得るための専門

家にコンタクトを取ることができる。 
0 25 75 5 20 75 

4 
アセスメント実施に必要な個別支援の時間が確

保されている。 
0 1 90 5 10 85 

5 
アセスメントが実施できるための人材育成及び

配置の取組みを行っている。 
0 10 90 5 15 80 

6 アセスメントに関する研修を行っている。 0 20 80 10 20 70 

7 
アセスメントに関する研修参加などのスキルア

ップを支援している 
0 15 85 10 10 80 

8 
アセスメントの必要性についての共通理解を図

るための取組みを行っている。 
0 0 100 10 5 85 

9 
職員間でアセスメントの活用についての認識が

共通理解されている。 
0 5 95 0 15 85 

10 
アセスメントの知識及びスキル向上に向けたケ

ースカンファレンスを実施している。 
0 10 90 10 20 70 
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表 2-3-5 組織内のアセスメント実施に向けた仕組み 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
アセスメント実施のための様々な支援事例を知

っている。 
0 20 80 0 20 80 

2 
事業所外（企業実習など）で就業体験を行う機

会があり、アセスメントを実施している。 
0 0 100 0 0 100 

3 

地域障害者職業センターや障害者就業・生活支

援センターなど、他の支援機関と一緒にアセス

メントを共有する機会を設定している。 
→（1 回目修正）地域障害者職業センターや障害

者就業・生活支援センター、市区町村の就労支

援センターなど、他の支援機関と一緒にアセス

メントを共有する機会を設定している。 

0 10 90 0 5 95 

4 
アセスメントの実施や活用に寄与する本人や保

護者など向けの相談窓口がある。 
0 30 70 0 15 85 

5 
アセスメントを実施する上で、スムーズに地域

連携を図ることができる。 
0 15 85 0 5 95 

6 
他の領域の支援機関の役割を理解しており、連

携することができる。 
0 5 95 0 5 95 

7 
職業的アセスメントツール（ワークサンプル幕張

版など）が準備されている。 
→（1 回目修正）項目を削除 

10 25 65 ― ― ― 
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表 2-3-6 組織内のアセスメント実施のための環境 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
他機関（労働機関、医療機関など）と連携しア

セスメントの結果を共有している。 
5 5 90 5 10 85 

2 
実施されているアセスメント内容について定期

的な確認や見直しを行っている。 
0 5 95 0 0 100 

3 
アセスメントを実施するうえで職場実習（企

業）の場を確保している。 
5 10 85 0 10 90 

4 アセスメントのためのシートを整備している。 0 10 90 0 10 90 

5 
職業的アセスメントツール（ワークサンプル幕張

版など）を整備している。 
5 25 70 5 20 75 

6 アセスメント実施のための部屋を確保している。 10 30 60 5 35 60 

7 
アセスメント情報を得るために他機関（医療機

関、労働機関など）のケースカンファレンス等に

出席している。 
15 0 85 10 10 80 

8 
アセスメントシートや実施内容などについて他

機関に情報を提供している。 
0 10 90 5 10 85 

9 
アセスメントや支援経過などの情報を記録する

ことが必要とされている。 
0 5 95 0 15 85 
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表 2-3-7 個人のアセスメントの実施に必要な知識 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
アセスメント実施後に本人に結果をフィードバ

ックすることができる。 
0 0 100 0 0 100 

2 アセスメント結果の解釈をすることができる。 0 0 100 0 0 100 

3 
アセスメント方法（各種ツールの使用方法は除

く）について理解している。 
0 5 95 0 5 95 

4 
職業的なアセスメントツール（ワークサンプル

幕張版など）の使用方法について理解してい

る。 
0 15 85 5 5 90 

5 
アセスメントツールの使用目的について理解し

ている。 
0 5 95 0 0 100 

6 
アセスメント方法に関する知識（理論など）をも

っている。 
0 10 90 0 20 80 

7 

様々な障害者の障害特性について理解してい

る。 
→（1 回目修正）支援対象とする障害者の障害特

性について十分に理解している。 

5 10 85 0 0 100 

8 
職場適応援助の方法（一般企業での就労支援な

ど）について理解している。 
0 0 100 0 0 100 
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表 2-3-8 個人のアセスメント実施のための実践的スキル 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
就労支援の中で状況に応じて柔軟にアセスメン

ト実施することができる。 
0 5 95 0 10 90 

2 
アセスメント結果を個別の支援計画等に反映する

ことができる。 
→（1 回目修正）項目削除 

0 10 90 ― ― ― 

3 アセスメント結果の解釈をすることができる。 0 5 95 0 5 95 

4 
障害特性に応じたアセスメント手法の選択がで

きる。 
0 15 85 0 10 90 

5 
観察評価に基づくアセスメントを実施すること

ができる。 
0 0 100 0 10 90 

6 アセスメントの必要性について理解している。 0 0 100 0 5 95 
7 相談（面談）スキルを持っている。 0 5 95 0 5 95 
8 利用者のニーズ把握をすることができる。 0 0 100 0 5 95 

9 
就労支援に関する知識やスキルについて習得し

ている。 
0 10 90 0 5 95 
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表 2-3-9 地域におけるアセスメント実施促進のための整備 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
アセスメントの活用事例にアクセスすることがで

きる。 
5 15 80 0 25 75 

2 
アセスメントのコンサルテーションを受けるため

の資源がある。 
0 15 85 0 25 75 

3 アセスメントに関する実践報告をする場がある。 0 30 70 5 25 70 

4 
アセスメントの手続きに関する指針が整備されて

いる。  
5 5 90 0 15 85 

5 
アセスメントの手続きに関する指針が共有されて

いる。 
5 10 85 0 15 85 

6 
アセスメントに関する研修を受ける機会があ

る。 
0 15 85 0 5 95 

7 
アセスメント実施をするための支援（経済的支援

にとどまらない）がある。 
→（1 回目修正）項目削除 

5 15 80 ― ― ― 

 
2 回目の回答において、同意度の不一

致が見られた項目については除外した。

最終的に同意度が一致して採択された項

目を、重要度の得点順に並べ、ガイドラ

インとした（表 2-3-10）。 
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表 2-3-10 職業的アセスメントの実施促進のためのガイドライン 

No. 領域 平均 SD 

領域 1 
組織内にアセスメント実施のための方針があらかじめ定められているか？ 
この「アセスメント実施の方針」とは以下の４つの項目に関連する事柄で

ある。 

1 
日々の支援場面において適宜、アセスメントが行われてい

る。 
4.8 0.41 

2 支援の中でアセスメントが計画的に実施されている 4.7 0.47 

3 
就労支援の各フェイズ（職業準備、実習、求職活動、定着

支援など）において、アセスメントを実施している。 
4.7 0.47 

4 
アセスメントの実施方法について職員間での共通理解を図

っている 
4.7 0.49 

領域 2 
組織内にアセスメント実施のための体制が整備されているか？ 
この「アセスメント実施の体制」とは以下の５つの項目に関連する事柄で

ある。 

1 アセスメントに関する知識やスキルを持つ職員がいる。 4.8 0.55 

2 
職員間でアセスメントの活用についての認識が共通理解さ

れている。 
4.8 0.52 

3 
アセスメント実施に必要な個別支援の時間が確保されてい

る。 
4.6 0.50 

4 
アセスメントに対するスーパーバイズができる職員がい

る。 
4.5 0.69 

5 
アセスメントが実施できるための人材育成及び配置の取組

みを行っている。 
4.5 0.94 

領域 3 
組織内にアセスメント実施に向けた仕組みが準備されているか？ 
この「アセスメント実施の仕組み」とは以下の６つの項目に関連する事柄

である 

1 
他の領域の支援機関の役割を理解しており、連携すること

ができる。 
4.9 0.37 

2 
事業所外（企業実習など）で就業体験を行う機会があり、

アセスメントを実施している。 
4.9 0.37 

3 
地域障害者職業センターや障害者就業・生活支援センタ

ー、市区町村の就労支援センターなど、他の支援機関と一

緒にアセスメントを共有する機会を設定している。 
4.7 0.57 

4 
アセスメントを実施する上で、スムーズに地域連携を図る

ことができる。 
4.6 0.6 
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5 アセスメント実施のための様々な支援事例を知っている。 4.5 0.6 

6 
アセスメントの実施や活用に寄与する本人や保護者など向

けの相談窓口がある。 
4.3 0.73 

領域 4 
組織内にアセスメント実施のための環境が整備されているか？ 
この「アセスメント実施のための環境」とは以下の６つの項目に関連する

事柄である。 

1 
実施されているアセスメント内容について定期的な確認や

見直しを行っている。 
4.9 0.37 

2 
アセスメントや支援経過などの情報を記録することが必要

とされている。 
4.8 0.41 

3 
アセスメントを実施するうえで職場実習（企業）の場を確

保している。 
4.7 0.47 

4 アセスメントのためのシートを整備している。 4.7 0.67 

5 
他機関（労働機関、医療機関など）と連携しアセスメント

の結果を共有している。 
4.4 0.94 

6 
アセスメントシートや実施内容などについて他機関に情報

を提供している。 
4.3 1.03 

領域 5 
個人がアセスメントの実施に必要な知識を持っているか？ 
この「アセスメントの知識」とは以下の７つの項目に関連する事柄であ

る。 

1 
アセスメント実施後に本人に結果をフィードバックするこ

とができる。 
4.9 0.37 

2 アセスメント結果の解釈をすることができる。 4.9 0.37 

3 
職場適応援助の方法（一般企業での就労支援など）につい

て理解している。 
4.9 0.37 

4 
支援対象とする障害者の障害特性について十分に理解して

いる。 
4.8 0.41 

5 
アセスメント方法（各種ツールの使用方法は除く）につい

て理解している。 
4.8 0.44 

6 アセスメントツールの使用目的について理解している。 4.8 0.55 

7 
職業的なアセスメントツール（ワークサンプル幕張版な

ど）の使用方法について理解している。 
4.2 0.95 

領域 6 

個人がアセスメント実施のための実践的スキルを持っているか？ 
この「アセスメントの実践的スキル」とは以下の８つの項目に関連する事

柄である。 
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1 アセスメントの必要性について理解している。 5.0 0.22 
2 利用者のニーズ把握をすることができる。 5.0 0.22 

3 
就労支援の中で状況に応じて柔軟にアセスメント実施する

ことができる。 
4.9 0.31 

4 アセスメント結果の解釈をすることができる。 4.9 0.37 
5 相談（面談）スキルを持っている。 4.8 0.44 
6 観察評価に基づくアセスメントを実施することができる。 4.8 0.44 
7 障害特性に応じたアセスメント手法の選択ができる。 4.6 0.50 
8 就労支援に関する知識やスキルについて習得している。 4.6 0.50 

領域 7 
地域においてアセスメント実施促進のための整備が進んでいるか？ 
この「アセスメントのための地域整備」とは以下の１つの項目に関連する

事柄である。 

1 アセスメントに関する研修を受ける機会がある。 4.6 0.59 

 
 以上のように、最終的に 7 領域、計 37
項目からなる「職業的アセスメントの実

施促進のためのガイドライン」が成果と

して得られた。 
 
D. 考察 
 従来、職業的アセスメントの必要性に

ついては、就労支援に携わる支援者及び

研究者などの専門職間において了解が得

られていたが、これを実践現場において

実施促進するための方法については十分

に検討されてこなかった。本研究では、

デルファイ法を用いて、このためのガイ

ドラインを明示したという意味で大変重

要である。 
 デルファイ法は、通常の委員会方式の

専門職に対するヒアリングと異なり、構

造化された設問に対する回答のフィード

バックを受けて、自らの回答を客観視し

ながら精緻化していく方法である。委員

会方式と異なり、研究者の判断が最小限

に抑えられており、より客観的にガイド

ラインの精査ができたと考えられる。ま

た、今回の研究協力者はいずれも就労支

援の実践及び研究に携わる専門家であ

り、実情をよく知る者が幅広く協力者と

して参加していることから、実践におけ

る妥当性及び有用性が担保されていると

考えられる。 
  
E. 結論 

職業的アセスメントの実施促進のため

の基礎的な資料として有用であると考え

られる一方で、本研究のガイドライン

は、更なる精緻化に向けた継承発展が必

要であると考えられる。例えば、実際に

職業的アセスメントを十分に実施してい

る事業所において妥当であるのか、実践

現場での実行可能性を含めて項目の修正

及び追加などの検討が更に必要であると

考えられる。これらについては、今後の

課題としたい。 
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